
平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
② 人
③
① 回
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

２ 検討の余地あり

実施主体の適正化
負担割合の適正化

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度
コスト効率 ３ 低い

目

100.0%

達成率
100.0%

-56.5%

216,000
216,000-56.5%

３ 適正でない

0

内　　容

２ 検討の余地あり

３ 適正でない２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 改善の余地あり

２ 目標どおり
２ 検討の余地あり

１ 適正である

２ 普通

ソフト事業

0
0

100,000
0
0

当面継続終了年度

学校教育課食育推進事業

食育推進事業

自治事務

学校教育係

0765-23-1044

担
当
部
署

係　   　名

会　   　計

款
予
算
科
目

課       名

基本事業名

事  業  期　間

目  標  名

平成19年度開始年度

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画

基本目標４　人と文化を育むまち

10　明日を担う人づくり

30　学校教育の充実

電 話 番 号

一般会計

教育費

項

0

政  策  名

施  策  名

87,000
178,346

0

0

410,000
0

201,000

0

子どもたちが食に関する知識を持ち、望ましい食習慣を身につける

食育推進計画に基づき食育を推進する
栄養教諭と連携した学校における食育の推進

児童生徒、市民、市の食育担当各課

手       段
（活動指標）

単位 24年度
実績

３
指
標

25年度

2
計画

2

0

１
基
本
項
目

0
0

91,346

0
0

教育総務費

学校教育費

26年度
計画

2

２
事
業
概
要

事 業 概 要
市として食育を推進するための市食育推進計画を策定・推進する
学校における食育の推進を図る

対　   　象

意       図
（成果指標）

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

人
件
費

平成24年度に策定した「魚津市食育推進計画」に基づき、推進委員会を開催した。
また、給食メニューコンテストを開催し、優秀作品は、○○（まるまる）魚津において、展示した。

①事務事業に携わる正規職員数

-50.0%

-50.0%

1,896,000

178,346

-50.9%

0
0

116,000
216,000

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

成
果
指
標

支
出
内
訳

栄養教諭指導回数
毎日朝食を食べる児童生徒の割合(小2.5　中2)

③工事請負費

0

101,000

0

36

0

②県支出金

④負担金補助及び交付金
⑤その他
支出合計（Ａ）

160,000

①国庫支出金

区　　分

①需用費
②委託料

1,438,346

300

1,260,000

0

508,000

0
0

600

1
410,000

1,680,0002,520,000

3,028,000

600

2,520,000

1

2,930,000

0
201,000

1

400

2

1,881,000

201,000

単位

0

348,000

0

0
410,000

79,000
508,000

0

508,000

0

24年度
決算額
331,000

0

予算現額

６
評
価

Ｃ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

有  効  性

Ｃ

Ｂ

効  率  性 Ｃ

評価項目
自治体関与の妥当性
目的の妥当性
対象の妥当性

400

活
動
指
標

96.0%

30-３　健やかな体を育む教育の推進

栄養教諭数
食育事業に参加した児童生徒数(延べ)

市民協働の状況

実績
2

480

計画

410 500
2

協働している

指　標　名

50 40 130.0%52

0

25年度

178,346

予算現額 決算額

10.1%

-56.5%

決算増減率

-72.4%

40

26年度
当初予算額

100,000
0

500

0

1

1,680,000

0
0

400

事業の進め方・内容について見直し
が必要

２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

24年度末に市の食育推進計画が策定され、計画に基づき事業を推進して
いる。食育は健康増進だけでなく、生活習慣形成や食文化の伝承、家族
の絆づくりなど様々な面に影響を与えることから、現行の事業を工夫し
ていくことが必要である。

評
価
結
果

不要 　

１ 妥当である
１ 高い

１ 妥当である
１ 妥当である

１ 高い
１ なし

１ 高い
１ 適正である

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
３ 妥当でない
３ 妥当でない
３ 低い・未実施
３ あり
３ 低い

円）（Ｂ）4,200③人件費（②×＠



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
② 人
③
① 人
② 人
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

２ 検討の余地あり

実施主体の適正化
負担割合の適正化

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度
コスト効率 ３ 低い

目

0.0%

達成率
100.1%

-2.5%

11,724,000
12,736,000-2.5%

３ 適正でない

0

-4.4%

内　　容

２ 検討の余地あり

３ 適正でない２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 改善の余地あり

２ 目標どおり
２ 検討の余地あり

１ 適正である

２ 普通

ソフト事業

0
0

62,000
4,548,000

0

当面継続終了年度

学校教育課児童・教職員健康診断事業

小学校健康保健事業

法定受託事務

学校教育係

0765-23-1044

担
当
部
署

係　   　名

会　   　計

款
予
算
科
目

課       名

基本事業名

事  業  期　間

目  標  名

昭和33年度開始年度

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画

基本目標４　人と文化を育むまち

10　明日を担う人づくり

30　学校教育の充実

電 話 番 号

一般会計

教育費

項

947,600

政  策  名

施  策  名

5,281,190
11,771,682

0

5.4%
0

12,074,000
0

12,484,000

0

健康を保持し、学校教育の円滑な実施とその成果を確保する。

学校・健診実施機関との連携を図り、受診できる環境を作る。

市内小学校に通う児童・市内小学校に勤務する教職員数（学校基本調査）

手       段
（活動指標）

単位 24年度
実績

３
指
標

25年度

2,212
計画

2,318

4,096,538

１
基
本
項
目

0
2,333,805

60,149

0
2,440,000

小学校費

学校総務費

26年度
計画

2,154

２
事
業
概
要

事 業 概 要 市内小学校児童及び教職員の健康診断の実施

対　   　象

意       図
（成果指標）

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

人
件
費

児童：心臓検診（小１）、尿・蟯虫検査（全児童）、貧血・生活習慣病予防検診（小５）、結核検診（全児童）
教職員：胃がん検診、胸部Ｘ線間接撮影、心電図検査、聴力検査、血圧測定、尿検査、肝機能検査、貧血検査
教職員希望者：B型肝炎予防接種

①事務事業に携わる正規職員数

0.0%

0.0%

13,576,000

10,824,082

-2.3%

0
2,329,000
5,507,000

12,736,000

-8.2%

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

成
果
指
標

支
出
内
訳

児童受診者数
教職員受診者数

③工事請負費

0

5,471,000

0

2,318
200

2,403,000

②県支出金

④負担金補助及び交付金
⑤その他
支出合計（Ａ）

5,271,000

①国庫支出金

区　　分

①需用費
②委託料

12,611,682

200

840,000

0

12,565,000

0
1,085,000

200

1
12,074,000

840,000840,000

13,405,000

200

840,000

1

12,914,000

1,040,000
11,444,000

1

200

1

13,324,000

12,484,000

単位

2,497,000

62,000

0

899,000
11,175,000

5,154,000
12,565,000

0

11,480,000

4,735,000

24年度
決算額

19,000
4,461,000

予算現額

６
評
価

Ａ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

有  効  性

Ａ

Ａ

効  率  性 Ａ

評価項目
自治体関与の妥当性
目的の妥当性
対象の妥当性

220

活
動
指
標

82.7%

30-３　健やかな体を育む教育の推進

市内の児童数
市内小学校に勤務する教職員数

市民協働の状況

実績
2,214

182

計画

220 220
2,318

協働になじまない

指　標　名

196
2,318 2,212

220
100.1%
70.0%

2,214
154

0

25年度

11,771,682

予算現額 決算額

2.5%

-3.1%

決算増減率

216.6%

2,154
200

26年度
当初予算額

54,000
4,846,000

200

0

1

840,000

0
1,012,000

200

計画どおり事業を実施することが適
当

２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

小学校の教育充実に向けて、児童及び教職員の健康診断、健康保
持増進は必要不可欠である。

評
価
結
果

不要 　

１ 妥当である
１ 高い

１ 妥当である
１ 妥当である

１ 高い
１ なし

１ 高い
１ 適正である

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
３ 妥当でない
３ 妥当でない
３ 低い・未実施
３ あり
３ 低い

円）（Ｂ）4,200③人件費（②×＠



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
② 人
③
① 人
② 人
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

２ 検討の余地あり

実施主体の適正化
負担割合の適正化

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度
コスト効率 ３ 低い

目

0.0%

達成率
100.0%

0.7%

5,342,000
5,903,0000.7%

３ 適正でない

0

1.0%

内　　容

２ 検討の余地あり

３ 適正でない２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 改善の余地あり

２ 目標どおり
２ 検討の余地あり

１ 適正である

２ 普通

ソフト事業

0
0

20,000
2,812,000

0

当面継続終了年度

学校教育課生徒・教職員健康診断事業

中学校健康保健事業

法定受託事務

学校教育係

0765-23-1044

担
当
部
署

係　   　名

会　   　計

款
予
算
科
目

課       名

基本事業名

事  業  期　間

目  標  名

昭和43年度開始年度

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画

基本目標４　人と文化を育むまち

10　明日を担う人づくり

30　学校教育の充実

電 話 番 号

一般会計

教育費

項

494,500

政  策  名

施  策  名

1,530,480
5,182,677

0

-16.0%
0

5,147,000
0

5,689,000

0

健康を保持し、学校教育の円滑な実施とその成果を確保する。

学校・健診実施機関との連携を図り、受診できる環境を作る。

市内中学校に通う児童・市内中学校に勤務する教職員数（学校基本調査）

手       段
（活動指標）

単位 24年度
実績

３
指
標

25年度

1,179
計画

1,166

2,528,526

１
基
本
項
目

0
1,105,535

18,136

0
1,095,000

中学校費

学校総務費

26年度
計画

1,189

２
事
業
概
要

事 業 概 要 市内中学校児童及び教職員の健康診断の実施

対　   　象

意       図
（成果指標）

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

人
件
費

児童：心臓検診（中１）、尿検査（全生徒）、貧血・生活習慣病予防検診（中２）、結核検診（全生徒）
教職員：胃がん検診、胸部Ｘ線間接撮影、心電図検査、聴力検査、血圧測定、尿検査、肝機能検査、貧血検査
教職員希望者：B型肝炎予防接種

①事務事業に携わる正規職員数

0.0%

0.0%

6,743,000

4,688,177

0.6%

0
1,153,000
1,737,000
5,903,000

-0.3%

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

成
果
指
標

支
出
内
訳

生徒受診者数
教職員受診者数

③工事請負費

0

1,713,000

0

1,166
81

1,144,000

②県支出金

④負担金補助及び交付金
⑤その他
支出合計（Ａ）

1,713,000

①国庫支出金

区　　分

①需用費
②委託料

6,022,677

200

840,000

0

5,631,000

0
554,000

200

1
5,147,000

840,000840,000

6,471,000

200

840,000

1

5,987,000

556,000
5,133,000

1

200

1

6,529,000

5,689,000

単位

1,139,000

20,000

0

589,000
4,558,000

1,510,000
5,631,000

0

5,077,000

2,759,000

24年度
決算額

5,000
2,537,000

予算現額

６
評
価

Ａ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

有  効  性

Ａ

Ａ

効  率  性 Ａ

評価項目
自治体関与の妥当性
目的の妥当性
対象の妥当性

80

活
動
指
標

100.0%

30-３　健やかな体を育む教育の推進

市内の生徒数
市内中学校に勤務する教職員数

市民協働の状況

実績
1,179

80

計画

80 80
1,166

協働になじまない

指　標　名

78
1,166 1,179

80
99.8%
75.0%

1,177
60

0

25年度

5,182,677

予算現額 決算額

1.4%

2.9%

決算増減率

262.7%

1,189
80

26年度
当初予算額

9,000
3,004,000

80

0

1

840,000

0
561,000

200

計画どおり事業を実施することが適
当

２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　中学校の教育充実に向けて、生徒及び教職員の健康診断、健康保持増
進は必要不可欠である。

評
価
結
果

不要 　

１ 妥当である
１ 高い

１ 妥当である
１ 妥当である

１ 高い
１ なし

１ 高い
１ 適正である

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
３ 妥当でない
３ 妥当でない
３ 低い・未実施
３ あり
３ 低い

円）（Ｂ）4,200③人件費（②×＠



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
② 人
③ 人
① 人
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

２ 検討の余地あり

実施主体の適正化
負担割合の適正化

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度
コスト効率 ３ 低い

目

0.0%

達成率
89.5%

0

３ 適正でない

内　　容

２ 検討の余地あり

３ 適正でない２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 改善の余地あり

２ 目標どおり
２ 検討の余地あり

１ 適正である

２ 普通

ソフト事業

当面継続終了年度

学校教育課就学事務

なし

自治事務

学校教育係

0765-23-1044

担
当
部
署

係　   　名

会　   　計

款
予
算
科
目

課       名

基本事業名

事  業  期　間

目  標  名

昭和22年度開始年度

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画

基本目標４　人と文化を育むまち

10　明日を担う人づくり

30　学校教育の充実

電 話 番 号

予算なし

項政  策  名

施  策  名

00 0

教育を受ける権利を有する児童生徒が、スムーズに指定された学校に就学できる。

市内小中学校に在籍する児童生徒や入学予定児童の就学指定管理及び学齢簿管理等の事務

市内小中学校に在籍する児童生徒及びその保護者・新入学児童

手       段
（活動指標）

単位 24年度
実績

３
指
標

25年度

800
計画

800

１
基
本
項
目

26年度
計画

722

２
事
業
概
要

事 業 概 要 市内小中学校に在籍する児童生徒や入学予定児童の就学指定管理及び学齢簿管理等の事務

対　   　象

意       図
（成果指標）

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

人
件
費

市内小中学校に在籍する児童生徒や入学予定児童の就学指定管理及び学齢簿管理等の事務

①事務事業に携わる正規職員数

0.0%

0.0%

1,512,0000.0%

0

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

成
果
指
標

支
出
内
訳

指定校就学に不服を示した保護者数

③工事請負費

0

②県支出金

④負担金補助及び交付金
⑤その他
支出合計（Ａ）
①国庫支出金

区　　分

①需用費
②委託料

1,512,000

360

1,512,000

0

360

1
0

1,512,0001,512,000

1,512,000

360

1,512,000

1

1,512,000

1

360

1

1,512,000

0

単位

0

24年度
決算額予算現額

６
評
価

Ａ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

有  効  性

Ａ

Ａ

効  率  性 Ａ

評価項目
自治体関与の妥当性
目的の妥当性
対象の妥当性

区域外就学を許可した児童生徒数

40
20

活
動
指
標

75.0%

30-３　健やかな体を育む教育の推進

就学した児童生徒数
就学指定校の変更を許可した児童生徒数

市民協働の状況

実績
716
30

計画

40 40
800

協働になじまない

指　標　名

0 0

20 20 30.0%6

0

25年度

0

予算現額 決算額 決算増減率

5

0

26年度
当初予算額

30

1

1,512,000

360

計画どおり事業を実施することが適
当

２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　少子化が進み、共働きや核家族の家庭が増えてきており、きめ細やか
な対応が必要とされている。また、家庭の事情や人間関係等により、通
学指定校区の弾力的運営などの配慮も欠かせない。児童生徒のスムーズ
な就学のためには大切な事務であり、今後も継続していく必要がある。

評
価
結
果

不要 　

１ 妥当である
１ 高い

１ 妥当である
１ 妥当である

１ 高い
１ なし

１ 高い
１ 適正である

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
３ 妥当でない
３ 妥当でない
３ 低い・未実施
３ あり
３ 低い

円）（Ｂ）4,200③人件費（②×＠



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 日
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 学校給食運営事業

事  業  期　間 開始年度

施  策  名 30　学校教育の充実

政  策  名

安心安全で栄養バランスのとれたおいしい給食を提供する。

電 話 番 号 0765-24-2720事  業  区　分 自治事務

担
当
部
署

課       名

予 算 事 業 名 給食センター運営費 係　   　名 給食係

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

基本目標４　人と文化を育むまち

昭和49年度

項 教育総務費

終了年度

給食センター費

学校給食センター

協働になじまない

款 教育費

目

３
指
標

指　標　名 単位 24年度

総
合
計
画

目  標  名

基本事業名 30-３　健やかな体を育む教育の推進

10　明日を担う人づくり

市民協働の状況

２
事
業
概
要

事 業 概 要 学校給食(小・中・幼)の調理及び食器等の洗浄業務

対　   　象 小中幼の児童生徒及び職員、学校給食

手       段
（活動指標）

学校給食(小・中・幼)の調理及び食器等の洗浄業務

意       図
（成果指標）

活
動
指
標

学校給食の実施日数 200 203
計画 実績 計画 実績

25年度 26年度

201 100.5% 200
計画達成率

200

残食率 3.00 2.52 2.50 2.17 113.2% 2.00

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

成
果
指
標

①需用費 14,091,000
②委託料 63,214,200

予算現額 決算額
14,090,789 20,532,000

予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額
26年度

16,856,439

25年度

16,837,904 19.5%
65,021,000

0
63,214,200 0.0%63,214,200 63,214,200

③工事請負費 0
④負担金補助及び交付金 31,000

0.8%⑤その他 2,020,000 2,018,446
31,000 31,000 31,000

2,062,035 2,035,319
31,0000.0%

2,280,000
支出合計（Ａ） 79,356,200 79,354,435 82,163,674 82,118,423 3.5% 87,864,000

財
源
内
訳

①国庫支出金

79,354,435
収入合計 79,356,200 79,354,435
⑤一般財源 79,356,200

③地方債
④その他（使用料、雑入等）

②県支出金

300

①事務事業に携わる正規職員数

円）（Ｂ） 1,344,000 1,344,000 1,260,000 1,260,000

82,163,674 82,118,423 3.5% 87,864,000
82,163,674 82,118,423 3.5% 87,864,000

-6.3%

3.3%

1,260,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 80,700,200 80,698,435 83,423,674 83,378,423

人
件
費

1 1 1 1

③人件費（②×＠ 4,200

0.0% 1

②年間所要時間 320 320 300 300 -6.3%

学校給食延べ708,606食の調理及び食器等の洗浄業務を実施した。

89,124,000

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

Ｈ25評価

妥　当　性

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

評価項目 内　　容

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
Ａ

自治体関与の妥当性

１ 高い ２ 目標どおり
対象の妥当性
目的の妥当性

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

１ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
１ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い・未実施
有  効  性 Ａ

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当

１ 高い ２ 普通

　

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

２次評価 不要

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
３ 低い

効  率  性 Ｂ
コスト効率

負担割合の適正化

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

安心安全でおいしい学校給食を提供するため、異物混入の防止に
努めるとともに、残食を減らすよう学校と連携して取り組む必要
がある。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 箇所
② 箇所
③
① 回
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

施設管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 学校給食施設維持管理事業

事  業  期　間 開始年度

施  策  名 30　学校教育の充実

政  策  名

給食施設・設備を衛生的で常に使用可能な状態に保つ。
調理員が支障なく調理・洗浄業務が実施できる。

電 話 番 号 0765-24-2720事  業  区　分 自治事務

担
当
部
署

課       名

予 算 事 業 名 給食センター運営費 係　   　名 給食係

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

基本目標４　人と文化を育むまち

昭和49年度

項 教育総務費

終了年度

給食センター費

学校給食センター

協働になじまない

款 教育費

目

３
指
標

指　標　名 単位 24年度

修繕箇所数

総
合
計
画

目  標  名

基本事業名 30-３　健やかな体を育む教育の推進

10　明日を担う人づくり

市民協働の状況

２
事
業
概
要

事 業 概 要 魚津市立の小学校、中学校、幼稚園に学校給食を提供するため、給食施設及び厨房施設等の維持管理を行う。

対　   　象 学校給食センターの給食施設・整備、調理員

手       段
（活動指標）

給食施設・設備の点検・修繕　公共下水道への繋ぎ込み

意       図
（成果指標）

活
動
指
標

整備等の点検個所数 277 277
計画 実績 計画 実績

2626 25 28

25年度 26年度

277 100.0% 277
計画達成率

107.7% 25
277

施設・整備不良による給食提供遅延回数 0 0 0 0 0

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

成
果
指
標

①需用費 6,182,000
②委託料 2,915,000

予算現額 決算額
6,181,388 3,500,000

予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額
26年度

5,918,559

25年度

5,915,585 -4.3%
1,692,000

630,000
2,137,850 -26.7%2,914,800 2,137,850

③工事請負費
④負担金補助及び交付金

341.9%⑤その他 716,000 715,580 3,792,478 3,162,478
192,000
654,000

支出合計（Ａ） 9,813,000 9,811,768 11,848,887 11,845,913 20.7% 6,038,000

財
源
内
訳

①国庫支出金

9,811,768
収入合計 9,813,000 9,811,768
⑤一般財源 9,813,000

③地方債
④その他（使用料、雑入等）

②県支出金

1,290

①事務事業に携わる正規職員数

円）（Ｂ） 5,418,000 5,418,000 5,418,000 5,418,000

11,848,887 11,845,913 20.7% 6,038,000
11,848,887 11,845,913 20.7% 6,038,000

0.0%

13.4%

5,418,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 15,231,000 15,229,768 17,266,887 17,263,913

人
件
費

1 1 1 1

③人件費（②×＠ 4,200

0.0% 1

②年間所要時間 1,290 1,290 1,290 1,290 0.0%

給食施設・設備の点検・修繕を実施した。
平成25年８月に公共下水道への繋ぎ込みを行った。

11,456,000

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

Ｈ25評価

妥　当　性

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

評価項目 内　　容

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
Ａ

自治体関与の妥当性

１ 高い ２ 目標どおり
対象の妥当性
目的の妥当性

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

１ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
１ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い・未実施
有  効  性 Ａ

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

１次評価
（課長総括） Ａ 現行どおり管理運営を行うことが適

当

１ 高い ２ 普通

　

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

２次評価 不要

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
３ 低い

効  率  性 Ｂ
コスト効率

負担割合の適正化

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

施設・設備の維持管理は適切に実施されている。
今後、大型厨房機器の耐用年数と現状を考慮して、機器の更新計
画を作成する必要がある。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 学校給食配送業務

事  業  期　間 開始年度

施  策  名 30　学校教育の充実

政  策  名

学校給食センターで調理した給食及び食缶等を決められた時間に確実に配送、回収する。

電 話 番 号 0765-24-2720事  業  区　分 自治事務

担
当
部
署

課       名

予 算 事 業 名 給食センター運営費 係　   　名 給食係

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般

基本目標４　人と文化を育むまち

昭和49年度

項 教育総務費

終了年度

給食センター費

学校給食センター

協働になじまない

款 教育費

目

３
指
標

指　標　名 単位 24年度

総
合
計
画

目  標  名

基本事業名 30-３　健やかな体を育む教育の推進

10　明日を担う人づくり

市民協働の状況

２
事
業
概
要

事 業 概 要 小中幼15校への学校給食の配送及び回収

対　   　象 学校給食

手       段
（活動指標）

小中幼15校への学校給食の配送及び回収(民間委託)

意       図
（成果指標）

活
動
指
標

学校給食配送回数 200 203
計画 実績 計画 実績

25年度 26年度

201 100.5% 201
計画達成率

200

正確に配送した割合 100 100 100 100 100.0% 100

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

成
果
指
標

①需用費
②委託料 13,850,000

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額
26年度25年度

14,467,00013,948,326 0.7%13,849,500 13,948,439
③工事請負費
④負担金補助及び交付金
⑤その他
支出合計（Ａ） 13,850,000 13,849,500 13,948,439 13,948,326 0.7% 14,467,000

財
源
内
訳

①国庫支出金

13,849,500
収入合計 13,850,000 13,849,500
⑤一般財源 13,850,000

③地方債
④その他（使用料、雑入等）

②県支出金

80

①事務事業に携わる正規職員数

円）（Ｂ） 336,000 336,000 336,000 336,000

13,948,326 13,948,326 0.7% 14,467,000
13,948,326 13,948,326 0.7% 14,467,000

0.0%

0.7%

336,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 14,186,000 14,185,500 14,284,439 14,284,326

人
件
費

1 1 1 1

③人件費（②×＠ 4,200

0.0% 1

②年間所要時間 80 80 80 80 0.0%

小・中学校、幼稚園15校への学校給食、食器・食缶等の配送及び回収(民間委託)

14,803,000

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

Ｈ25評価

妥　当　性

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

評価項目 内　　容

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
Ａ

自治体関与の妥当性

１ 高い ２ 目標どおり
対象の妥当性
目的の妥当性

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

１ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
１ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い・未実施
有  効  性 Ｂ

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり

１ 高い ２ 普通

　

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

２次評価 不要

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
３ 低い

効  率  性 Ｂ
コスト効率

負担割合の適正化

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

配送業者は、安全運転講習会の実施、飲酒検知器での確認など安
全運転の徹底を図っている。今後もミーティングまたは報告書等
で安全確認を行う。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 千円
② 千円
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 学校給食会計経理事業

事  業  期　間 開始年度

施  策  名 30　学校教育の充実

政  策  名

安心安全な学校給食を提供することができる。

電 話 番 号 0765-24-2720事  業  区　分 自治事務

担
当
部
署

課       名

予 算 事 業 名 なし 係　   　名 給食係

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 予算なし

基本目標４　人と文化を育むまち

昭和49年度

項

終了年度

学校給食センター

協働になじまない

款

目

３
指
標

指　標　名 単位 24年度

業者への年間支払額

総
合
計
画

目  標  名

基本事業名 30-３　健やかな体を育む教育の推進

９　健康で安心して暮らせる社会の構築

市民協働の状況

２
事
業
概
要

事 業 概 要 学校給食費の請求、徴収、給食物資の支払などの学校給食会計の経理を行う。

対　   　象 学校給食費、給食物資代金

手       段
（活動指標）

各学校ごとの食数を確認後、給食費を請求する。
各業者ごとの給食物資の納入を確認後、請求に基づいて支払いを行う。

意       図
（成果指標）

活
動
指
標

年間給食費 198,976 196,976
計画 実績 計画 実績

197,000199,610 197,345 192,447

25年度 26年度

192,448 97.2% 199,683
計画達成率

97.7% 199,688
198,000

適正に経理事務がされた割合 100 100 100 100 100.0% 100

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

成
果
指
標

①需用費
②委託料

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額
26年度25年度

③工事請負費
④負担金補助及び交付金
⑤その他
支出合計（Ａ） 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

①国庫支出金

収入合計 0 0
⑤一般財源

③地方債
④その他（使用料、雑入等）

②県支出金

180

①事務事業に携わる正規職員数

円）（Ｂ） 756,000 756,000 756,000 756,000

0 0 0

0.0%

0.0%

756,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 756,000 756,000 756,000 756,000

人
件
費

1 1 1 1

③人件費（②×＠ 4,200

0.0% 1

②年間所要時間 180 180 180 180 0.0%

各学校ごとの食数を確認後、給食費を請求した。
各業者ごとの給食物資の納入を確認後、請求に基づき支払った。
改善としては、給食物資の支払手続きを簡素化した。

756,000

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

Ｈ25評価

妥　当　性

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

評価項目 内　　容

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
Ａ

自治体関与の妥当性

１ 高い ２ 目標どおり
対象の妥当性
目的の妥当性

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

１ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
１ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い・未実施
有  効  性 Ｂ

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり

１ 高い ２ 普通

　

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

２次評価 不要

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
３ 低い

効  率  性 Ｂ
コスト効率

負担割合の適正化

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

消費税率がアップされれば給食費の改定を行う。
また、食材費の価格上昇を注意深く見守っていく必要がある。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① kg
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 学校給食ふるさと食材活用事業

事  業  期　間 開始年度

施  策  名 30　学校教育の充実

政  策  名

地場産食材の使用割合が増加する。

電 話 番 号 0765-24-2720事  業  区　分 自治事務

担
当
部
署

課       名

予 算 事 業 名 なし 係　   　名 給食係

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 予算なし

基本目標４　人と文化を育むまち

平成元年度

項

終了年度

学校給食センター

協働になじまない

款

目

３
指
標

指　標　名 単位 24年度

総
合
計
画

目  標  名

基本事業名 30-３　健やかな体を育む教育の推進

10　明日を担う人づくり

市民協働の状況

２
事
業
概
要

事 業 概 要 学校給食において、地元でとれた安心安全で新鮮な食材を提供する。

対　   　象 地場産食材、納入業者

手       段
（活動指標）

学校給食に地場産食材を使用して提供する。

意       図
（成果指標）

活
動
指
標

地場産食材の使用数量 30,000 22,377
計画 実績 計画 実績

25年度 26年度

26,127 87.1% 30,000
計画達成率

30,000

地場産食材の使用割合 30.00 24.20 30.00 27.60 92.0% 30.00

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

成
果
指
標

①需用費
②委託料

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額
26年度25年度

③工事請負費
④負担金補助及び交付金
⑤その他
支出合計（Ａ） 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

①国庫支出金

収入合計 0 0
⑤一般財源

③地方債
④その他（使用料、雑入等）

②県支出金

180

①事務事業に携わる正規職員数

円）（Ｂ） 672,000 672,000 756,000 756,000

0 0 0

12.5%

12.5%

756,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 672,000 672,000 756,000 756,000

人
件
費

1 1 1 1

③人件費（②×＠ 4,200

0.0% 1

②年間所要時間 160 160 180 180 12.5%

学校給食に季節に応じた地場産食材を多く使用した給食を提供した。

756,000

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

Ｈ25評価

妥　当　性

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

評価項目 内　　容

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
Ａ

自治体関与の妥当性

１ 高い ２ 目標どおり
対象の妥当性
目的の妥当性

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

１ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
１ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い・未実施
有  効  性 Ａ

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当

１ 高い ２ 普通

　

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

２次評価 不要

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
３ 低い

効  率  性 Ｂ
コスト効率

負担割合の適正化

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

地場産グループの協力により、地場産食材の使用数量が確実に伸
びている。今後もさらに伸ばすために創意工夫に努める必要があ
る。

評
価
結
果


